
１．平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

  
  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  146円28銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業
績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の８ページを参照して下さい。 

  
平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年３３３３月期月期月期月期    

  
個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概概概概要要要要    

  
平成17年11月21日

上場会社名 株式会社マースエンジニアリング  上場取引所  東 
コード番号 ６４１９  本社所在都道府県  東京都 
(URL http://www.mars-eng.co.jp) 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 松 波 明 宏 
問合せ先責任者 役職名 執行役員経理部長  氏名 佐 藤 敏 昭  ＴＥＬ  （03）3352 － 8555 
決算取締役会開催日 平成17年11月21日  中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 平成17年12月９日  単元株制度採用の有無  有（１単元 100株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
  売上高 営業利益 経常利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年９月中間期 13,614 △4.9 3,033 △19.7 3,173 △18.1 
16年９月中間期 14,308 24.8 3,778 59.7 3,876 59.2 
17年３月期 29,127   7,719   7,875  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭
17年９月中間期 1,273 △43.4 56 09 
16年９月中間期 2,251 68.3 99 09 
17年３月期 4,485   194 12 
（注）①期中平均株式数 17年９月中間期 22,701,401株 16年９月中間期 22,719,848株 17年３月期 22,719,838株 

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

 

(2）配当状況  
  １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金  

  円 銭 円 銭
17年９月中間期 20 00     ──────  

16年９月中間期 20 00     ──────  

17年３月期     ────── 50 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円 銭
17年９月中間期 37,353 31,948 85.5 1,417 46 
16年９月中間期 36,964 30,155 81.6 1,327 29 
17年３月期 38,571 31,986 82.9 1,404 57 
（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 22,720,000株 16年９月中間期 22,720,000株 17年３月期 22,720,000株

②期末自己株式数 17年９月中間期 180,643株 16年９月中間期 152株 17年３月期 243株

  

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 
期末  

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭
通 期 29,500   6,916   3,320   20 00 40 00 
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    前中間会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金   10,076,652   9,881,901   10,950,330   

２．受取手形   1,438,298   1,772,758   1,791,588   

３．売掛金   3,715,725     3,347,892     3,744,326     

４．有価証券   7,808,826   8,060,900   8,501,804   

５．たな卸資産   3,091,332   2,667,694   2,738,832   

６．その他   609,938   538,045   576,285   

貸倒引当金   △8,607   △19,114   △9,146   

流動資産合計     26,732,166 72.3  26,250,078 70.3   28,294,021 73.3 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1）建物   1,868,290   1,769,262   1,816,904   

(2）土地   3,496,763     1,855,750     3,496,763     

(3）その他   385,304   529,955   372,800   

有形固定資産合計   5,750,359   4,154,968   5,686,468   

２．無形固定資産   64,123   199,439   202,444   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   1,058,053   1,082,182   1,135,722   

(2）関係会社株式   2,424,138   4,424,138   2,424,138   

(3）その他   1,109,642   1,362,543   939,759   

貸倒引当金   △173,920     △119,999     △110,805     

投資その他の資産
合計   4,417,914   6,748,865   4,388,814   

固定資産合計     10,232,397 27.7  11,103,274 29.7   10,277,728 26.7 

資産合計     36,964,564 100.0   37,353,352 100.0   38,571,749 100.0 
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    前中間会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形   13,471     13,520     10,658     

２．買掛金   3,833,539   3,324,320   3,137,342   

３．未払法人税等   1,565,239   832,069   2,137,324   

４．賞与引当金   297,589   326,881   293,780   

５．その他 ※２ 531,090   232,072   424,256   

流動負債合計     6,240,931 16.9  4,728,863 12.7   6,003,361 15.6 

Ⅱ 固定負債              

１．役員退職慰労引当
金   519,714   541,461   522,741   

２．その他   48,016   134,331   59,234   

固定負債合計     567,731 1.5  675,793 1.8   581,976 1.5 

負債合計     6,808,663 18.4  5,404,656 14.5   6,585,338 17.1 
               

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     7,934,100 21.5  7,934,100 21.2   7,934,100 20.6 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   8,371,830   8,371,830   8,371,830   

資本剰余金合計     8,371,830 22.6  8,371,830 22.4   8,371,830 21.7 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   372,109   372,109   372,109   

２．任意積立金   4,600,000   4,600,000   4,600,000   

３．中間（当期）未処
分利益   8,661,270   10,957,488   10,440,834   

利益剰余金合計     13,633,379 36.9  15,929,597 42.7   15,412,943 39.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     216,884 0.6  314,071 0.8   268,180 0.7 

Ⅴ 自己株式     △292 △0.0   △600,903 △1.6   △642 △0.0 

資本合計     30,155,901 81.6  31,948,695 85.5   31,986,411 82.9 

負債・資本合計     36,964,564 100.0  37,353,352 100.0   38,571,749 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     14,308,869 100.0  13,614,135 100.0   29,127,830 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,729,051 54.0  7,583,628 55.7   15,770,270 54.1 

売上総利益     6,579,817 46.0  6,030,506 44.3   13,357,560 45.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,800,855 19.6   2,996,622 22.0   5,637,694 19.4 

営業利益     3,778,962 26.4  3,033,884 22.3   7,719,866 26.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   100,064 0.7  141,074 1.0   159,502 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,581 0.0  1,747 0.0   4,050 0.0 

経常利益     3,876,446 27.1  3,173,211 23.3   7,875,317 27.0 

Ⅵ 特別利益 ※３   1,000 0.0  26,594 0.2   2,459 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   101,535 0.7  1,083,057 8.0   305,161 1.0 

税引前中間(当期)純
利益     3,775,910 26.4  2,116,748 15.5   7,572,615 26.0 

法人税、住民税及び
事業税   1,534,821   828,770   3,150,912   

法人税等調整額   △10,215 1,524,605 10.7 14,731 843,502 6.2 △63,563 3,087,349 10.6 

中間(当期)純利益     2,251,304 15.7  1,273,246 9.3   4,485,265 15.4 

前期繰越利益     6,409,965     9,684,241     6,409,965   

中間配当額     －   －    454,396  

中間(当期)未処分利
益     8,661,270   10,957,488    10,440,834  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

(1) 有価証券 
満期保有目的債券 
償却原価法（定額法） 

(1) 有価証券 
満期保有目的債券 

同左 

(1) 有価証券 
満期保有目的債券 

同左 
  子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
子会社株式及び関連会社株式 

同左 
子会社株式及び関連会社株式 

同左 
  その他有価証券 

時価のあるもの 
 中間決算日の市場価格に基
づく時価法(評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算出) 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格に基づく
時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算出） 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

  (2) デリバティブ 
時価法 

(2)    ───── 
  

(2) デリバティブ 
───── 

  (3) たな卸資産 
商品・製品・仕掛品・材料・
貯蔵品 
移動平均法による原価法 
  

(3) たな卸資産 
同左 

(3) たな卸資産 
同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1) 有形固定資産 
 定率法を採用しております。 
 ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(附属設備を除
く)については、定額法を採用し
ております。 
 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  建物及び構築物 ３～60年
機械装置及び工具器具備品 
  ２～15年

    

  (2) 無形固定資産 
 定額法を採用しております。 
 なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間(５年)により、また
特許権については５年で償却し
ております。 

(2) 無形固定資産 
① 販売目的のソフトウェア 
 販売開始後３年以内の販売
見込数量に基づき償却してお
ります。ただし、その償却額
が残存有効期間に基づく均等
配分に満たない場合は、その
均等配分額を最低限として償
却しております。 

② その他 
 定額法を採用しておりま
す。なお、自社利用のソフト
ウェアについては社内におけ
る利用可能期間（５年）によ
り、また特許権については５
年で償却しております。 

(2) 無形固定資産 
① 販売目的のソフトウェア 
     同左 
  
  
  
  
  
  

② その他 
     同左 

  (3) 長期前払費用 
 期限内均等償却を採用してお
ります。 
  

(3) 長期前払費用 
同左 

(3) 長期前払費用 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
 従業員への賞与支給に備える
ため、支給見込額に基づき計上
しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3）役員退職慰労引当金 
 役員に対する退職慰労金の支
払に備えるために、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上して
おります。 
（追加情報） 
 役員退職慰労金は、従来、支
出時の費用として処理しており
ましたが、前事業年度の下期よ
り内規に基づく期末要支給額を
役員退職慰労引当金として計上
する方法に変更いたしました。
従って前中間期は従来の方法に
よっており、当中間期と同一の
方法を採用した場合と比べ、前
中間期の営業利益及び経常利益
は20,594千円、税引前中間純利
益は487,669千円それぞれ多く
計上されております。 
  

(3）役員退職慰労引当金 
 役員に対する退職慰労金の支
払に備えるために、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上して
おります。 
  
  

(3）役員退職慰労引当金 
 役員に対する退職慰労金の支
払に備えるために、内規に基づ
く期末要支給額を計上しており
ます。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 
  

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基本
となる重要な事項 

(1) 退職給付会計 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債
務及び年金資産見込額に基づ
き、当中間会計期間末において
発生していると認められている
額を計上しております。 
 ただし、当中間会計期間末に
おける年金資産見込額は退職給
付債務見込額を超過しているた
め、前払年金費用（119,136千
円）を投資その他の資産の「そ
の他」に計上しております。 
 数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しており
ます。 

(1) 退職給付会計 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債
務及び年金資産見込額に基づ
き、当中間会計期間末において
発生していると認められている
額を計上しております。 
 ただし、当中間会計期間末に
おける年金資産見込額は退職給
付債務見込額を超過しているた
め、前払年金費用（93,504 千
円）を投資その他の資産の「そ
の他」に計上しております。 
 数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しており
ます。 

(1) 退職給付会計 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
 ただし、当事業年度末におけ
る年金資産見込額は退職給付債
務見込額を超過しているため、
前払年金費用（108,259千円）
を、投資その他の資産に計上し
ております。 
 数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により翌事業年度か
ら費用処理することとしており
ます。 

  (2) 消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によっており
ます。 
  

(2) 消費税等の会計処理 
同左 

(2) 消費税等の会計処理 
同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 １株当たり配当金の内訳 

  

 追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） ───── 
    当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号  平成15年10月31日）を適

用しております。これにより損益に与える影

響はありません。 

  

      

  
平成16年９月中間期 
（中間配当） 

平成17年９月中間期 
（中間配当） 

平成17年３月期 
（年間配当） 

  円 銭 円 銭 円 銭 
普通（旧）株式 20 00 20 00 50 00 
（内訳）             
   記念配当 5 00   － 10 00 
   特別配当   －   － 10 00 
普通（新）株式   －   －   － 
優先株式   －   －   － 
子会社連動配当株式   －   －   － 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （外形標準課税） 
 実務対応報告第12号「法人事業税における
外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取扱」（企業会計基準委員会
（平成16年２月13日））に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割42,209千円を販売
費及び一般管理費として処理しております。 

─────── 
  

 （外形標準課税） 
 「地方税法等の一部を改正する法律」（平
成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公
布され、平成16年４月１日以降に開始する事
業年度より外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱」（平成16年２月13
日企業会計基準委員会実務対応報告第12号）
に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に
ついては、販売費及び一般管理費に計上して
おります。 
 この結果、従来に比べ販売費及び一般管理
費が84,661千円増加し、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益が同額減少して
おります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
3,407,030千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
         3,653,394千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
         3,524,295千円 

※２．消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺
のうえ、流動負債の「その他」に含めて
表示しております。 

※２．消費税等の取扱い 
同左 

※２．    ───── 

 ３．偶発債務 
 金融機関からの借入金に対する保証 
リース債務保証 
㈱マースコーポレーション 

         2,443,631千円 
㈱マーステクノサイエンス 

         1,165,388千円 

 ３．偶発債務 
 金融機関からの借入金に対する保証 
リース債務保証 
㈱マースコーポレーション 

         1,297,894千円 
㈱マーステクノサイエンス 

         247,875千円 

 ３．偶発債務 
 金融機関からの借入金に対する保証 
リース債務保証 
㈱マースコーポレーション 

1,852,545千円 
㈱マーステクノサイエンス 

629,386千円 
 ４．当中間期中の発行済株式数の増加 
発行形態   株式分割（１：２）  
発行年月日  平成16年９月17日 
発行株式数    11,360,000株  
発行価格          － 
資本組入額         －  

  

 ４．    ────── 
  
  
  

  
  

  

 ４．    ────── 
  
  
  

  
  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 4,517千円
有価証券利息 10,679千円
受取配当金 75,017千円

受取利息      1,296千円
有価証券利息     11,536千円
受取配当金    117,011千円

受取利息      6,719千円
有価証券利息     22,135千円
受取配当金     76,027千円
金利スワップ終了益  34,433千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．     ───── 
支払利息 2,581千円 自己株式買取手数料      1,747千円        

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 1,000千円 投資有価証券償還益   26,594千円 貸倒引当金戻入益     2,459千円 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
子会社株式評価損 100,000千円 固定資産売却損  

土地  1,083,013千円
たな卸資産廃棄損    163,841千円
子会社株式評価損    100,000千円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
有形固定資産 124,571千円
無形固定資産 8,117千円

有形固定資産    129,098千円
無形固定資産    30,098千円

有形固定資産    266,743千円
無形固定資産    19,685千円
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① リース取引 

② 有価証券 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある
ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産のその他 62,027 52,866 9,160 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産のその他 5,151 4,980 171 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定資
産のその他 41,236 37,707 3,528 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
１年内 9,637千円
１年超 180千円

合計 9,818千円

１年内 180千円
１年超    －千円

合計     180千円

１年内 3,932千円
１年超 －千円

合計 3,932千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額 

支払リース料 7,078千円
減価償却費相当額 6,671千円
支払利息相当額 181千円

支払リース料      3,779千円
減価償却費相当額      3,381千円
支払利息相当額    21千円

支払リース料 13,060千円
減価償却費相当額 12,303千円
支払利息相当額 274千円

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額相
当額との差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法によっており
ます。 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

１年内 1,003千円
１年超 1,838千円

合計 
  

2,842千円
 

１年内      1,003千円
１年超      835千円

合計 
  

     1,838千円
 

１年内 1,003千円
１年超 1,337千円

合計 
  

2,340千円
 

- 43 -



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,327.29円
１株当たり中間純利益 99.09円

１株当たり純資産額 1,417.46円
１株当たり中間純利益 56.09円
潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益 

    56.06円

１株当たり純資産額 1,404.57円
１株当たり当期純利益 194.12円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 
 また、当社は、平成16年９月17日付で１株
につき２株の株式分割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の１株当たり情報については、
それぞれ以下のとおりとなります。  

前中間会計期間  前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,176.52円 1,247.76円 

１株当たり中間純利

益金額 

１株当たり当期純利

益金額 

58.89円 134.69円 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額については、潜在

株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、潜在

株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。  

   当社は、平成16年９月17日付で株式１株に
つき２株の株式分割を行っております。な
お、当該株式分割が前期首に行われたと仮定
した場合の前事業年度における１株当たりの
情報については、それぞれ以下のとおりとな
ります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,247.76円
１株当たり当期純利益 134.69円
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 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 2,251,304 1,273,246 4,485,265 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 75,000 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (75,000) 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 
 （千円） 

2,251,304 1,273,246 4,410,265 

 期中平均株式数 22,719,848 22,701,401 22,719,838 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益
金額 

      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（株） － 12,619 － 

（うちストックオプションに係る潜在株式） (－) (12,619) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間（当期）純利益金額の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

－ － － 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  該当事項はありません。 
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